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令和 6（2024）年度 資源評価調査報告書（拡大種） 

 

種名 ガザミ 対象水域 有明海 

担当機関名 

水産研究・教育機構 
水産技術研究所  環
境・応用部門 沿岸生

態システム部、福岡

県水産海洋技術セン

ター有明海研究所、

佐賀県有明水産振興

センター、長崎県総

合水産試験場、熊本

県水産研究センター 

 協力機関名  

 

1．調査の概要 

(1) 漁獲量に関する調査：市場調査、標本船日誌調査、漁協の水揚げ伝票の整理等によ

り、漁獲量や漁場などの漁業実態を調査した。本報告書における集計の対象期間は、

各県共通で、2009～2023年である。 

(2) 生物学的特性に関する調査：漁獲物調査より、全甲幅長、重量、性比、抱卵、成熟、

軟甲個体の出現状況を調査した。本報告書における集計の対象期間は、福岡県につ

いては2014～2023年、佐賀県については2013～2023年、長崎県については2015～

2023年、熊本県については2012～2023年である。 

(3) 資源状態に関する調査：漁獲量を、標本船日誌と漁協の水揚げ伝票とにおけるガザ

ミ漁獲量、ならびに農林水産統計年報の「がざみ類」の漁獲量から求め2023年の資

源水準を判断した。1日1隻当たり漁獲量（kg/日/隻）を標本船日誌などから計算し、

資源動向を分析した（以下、「CPUE」と略す）。本報告書における集計の対象期間

は、福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県（以下、「4県」と略す）の間で共通の1973～

2023年である。なお、農林水産統計年報の「がざみ類」はガザミとタイワンガザミ

を含んでいる。 

 

2．漁業の概要 

(1) 主要漁業と漁期：福岡県ではかご（2～3月）と固定式刺網（以下、「刺網」と略す；

4～12月）。佐賀県では刺網（5～12月）。長崎県では刺網（6～11月）、かご（10～12

月、3～5月）、たもすくい網（5～8月）、ならびに小型底びき網（5～8月）。熊本県で

はたもすくい網（5～8月）と刺網（7～10月）。 

(2) 漁獲動向（図1）：2009～2023年の期間について、標本船日誌または漁協の水揚げ記

録から推定した4県の合計漁獲量は、年平均132.5トンで、60.1トン（2016年）～289.0

トン（2013年）の範囲にあった。 

(3) 全甲幅長組成（図2、3）：4県それぞれにおいて2023年5～8月にかけて全甲幅長クラ

スの最頻値が徐々に下がっており、新規加入による小型個体の相対頻度の増加が示
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唆された（図2；全甲幅長クラスL cmは、L cm以上かつL+1 cm未満の個体に対応す

る）。各県の漁獲個体の全甲幅長組成は、多くの調査月において単峰形を示し、最頻

値は13～19 cmの範囲にあった（図2）。すべての県・月を合わせた漁獲個体におい

て、10%以上の割合を占める優占的な甲幅長クラス（1 cm間隔）は、14～18 cmであ

った（図3）。 

 

3．生物学的特性 

(1) 分布・回遊：本資源は有明海、八代海、橘湾、天草西海に分布する。柳川市および

大牟田市地先から放流された標識個体は、湾奥、湾央、湾口、湾外（橘湾）で再捕

され、広範囲に及ぶ移動を示す（松尾 2017、上田ほか 2020）。 

(2) 年齢・成長：最高齢は、雄が約 2 年、雌が約 3 年である（有山 1993、浜崎 1996）。

2015、2016 年の 6～8 月に有明海湾奥東部から放流した人工種苗について、マイク

ロサテライト DNA 標識を利用して放流・再捕時の全甲幅長を記録し、ベルタラン

フィやゴンペルツの成長曲線を推定した結果、ガザミ人工種苗は生後 6 カ月ほどで

全甲幅長 16～17 cm に達すると推察された（上田ほか 2020）。 

(3) 成熟・産卵（図 4～7）：4 県こみの全漁獲個体について、抱卵率（雌個体数に対する

黄デコ・黒デコ合計個体数の比）と全甲幅長の関係、抱卵率の月変化、雌比（全個

体における雌の比）の月変化、軟甲個体（長崎県では欠測）の出現割合の月変化を

調べた。その結果、全甲幅長クラス（1 cm 区切り；10 個体以上が計測されたクラス

だけについて抱卵率を集計）に対して抱卵率はおおむね単調に上昇し、21 cm で最

大値 83.3%に達した（図 4）。抱卵率は、5～8 月に 10%を超え、5 月に 68%で最高と

なった（図 5）。雌比が 50%を超えたのは、3～6 月、および 12 月であった（図 6）。

軟甲個体は 6～12 月に出現し、7 月に 25.6%で最高であった（図 7）。 

(4) 被捕食関係：ガザミの餌としては、ヨコエビ類、フジツボ類、多毛類、二枚貝類な

どがガザミ放流種苗の胃内容物調査結果から報告されている（松井ほか 1986）。ガ

ザミの捕食者として野外で確認された例は乏しい。ただし、室内水槽においては捕

食者として魚類が確認されている（今田・難波 1981）。 

 

4．資源状態 

(1) 資源水準（図8、図9、表1）  

農林水産統計年報における有明海のガザミの漁獲量を図8に示した。2022年以降の漁

獲量は、農林水産統計としてまだ公表されていないため、各県の標本船調査等からの有

明海域における推定漁獲量で代用した。 

 ガザミの4県合計漁獲量について直近の2023年の資源水準を考察した。4県合計漁獲量

は、1973年以降、増減を繰り返しながらも増加し、1985年には最高記録1,781トンに達し

た。その後徐々に減少し、2000年には急激に減少し142トンを記録した。2002年には338

トンに回復したものの、再び増減を繰り返しながら減少し、2016年には1973年以降最低

の59トンを記録した。直近の2023年は126トンであった。以上の51年分の漁獲量データ

を、三分位数によって低位1/3（59～178トン）、中位1/3（178～414トン）、高位1/3（414
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～1,781トン）に分けると、直近の2023年の資源水準は、低位に相当する。 

 三分位数に基づく資源水準の判断を、県単位でも行った（図9）。福岡県においては、

ガザミ漁獲量の年変動範囲は14～79トンで、直近の2023年の24.2トンは中位に相当す

る。佐賀県においては、ガザミ漁獲量の年変動範囲は8～717トンで、2023年の37.3トン

は低位に相当する。長崎県においては、ガザミ漁獲量の年変動範囲は10～762トンで、

2023年の25.3トンは低位に相当する。熊本県においては、ガザミ漁獲量の年変動範囲は

11～284トンで、2023年の39.3トンは低位に相当する。以上のように県別に見た場合、直

近の2023年におけるガザミ漁獲量の水準は県によってばらついているものの、水準は低

位とするのが妥当であろう。 

 以上の4県合計漁獲量と県別漁獲量に関する資源水準より、直近の2023年の資源水準

は低位であると判断される。なお、このような三分位数に基づく資源水準の診断は暫定

的なものであり、今後、ガザミ資源の維持・回復に適した基準を設定し、資源水準を診

断する必要がある。 

(2) 資源動向（図10） 

各県の各漁法について、CPUEの直近5年間（2019～2023年）の値を年に対して直線回

帰することにより、資源動向を考察した（図10）。福岡県では、刺網に関する直線回帰

において、傾きは0.76で符号はプラスであった。佐賀県では、刺網に関する直線回帰に

おいて、傾きは1.71で符号はプラスであった。熊本県では、刺網に関する直線回帰にお

いて、傾きは0.25で符号はプラスであった。また、熊本県では、たもすくい網に関する

直線回帰において、傾きは0.42で符号はプラスであった。 

以上の各県・各指標の傾向から、直近5年間（2019～2023年）の資源動向は、増加傾向

であると判断される。ただし、福岡県、佐賀県、ならびに熊本県の刺網において、直近

の2022～2023年のCPUEが連続的に低下しており、今後の資源動向を注視する必要があ

る。 

 

5．その他 

有明海ガザミ広域資源管理方針に基づき、有明海沿岸に位置する福岡県、佐賀県、長

崎県、熊本県では資源回復のための措置として、抱卵個体の保護（再放流または一時蓄

養による放卵後の出荷）、小型個体（全甲幅長13 cm以下）の再放流、採捕禁止期間の設

定（日本海・九州西広域漁業調整委員会指示：たも網およびその他のすくい網について

6月1日～6月15日の15日間採捕禁止）などの漁獲努力量の削減、人工種苗放流による資

源の積極的培養措置、海底耕耘などの漁場環境の保全措置に取り組んでいる。 

また、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県による共同調査の結果、これまで不明な点が

多かった有明海ガザミの成長や移動、産卵などに関する生物学的知見が集積しつつあ

る。また、これらの県が共同して放流した個体が、再捕されている。今後も調査を継続

あるいは拡充することによって、より効果的な資源管理や人工種苗放流手法の開発に努

めたい。 

これらの資源管理と人工種苗放流に関する各県独自の取組や方針は下記のとおりで

ある。 
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福岡県：資源管理方針の取り組みとともに、小型個体（全甲幅長13 cm以下）や軟甲

個体を再放流する自主的な取り組みを実施してきた。資源の維持・回復のためには、こ

れらの取り組みを継続して実施していくことが必要である。 

佐賀県：自主的な資源管理の取組として、抱卵個体、小型個体（全甲幅長15 cm以下）

および軟甲個体の再放流ならびに休漁日設定の措置が講じられている。2023年の時点

で、資源水準は低位であることから、資源回復のためには引き続きこれらの資源管理の

取組が必要である。 

長崎県：資源管理方針の継続、ならびに、産卵資源への寄与を目的とした人工種苗放

流とその効果検証が、資源回復に有効であると考える。よって、今後もこれらの取組を

関係4県で推進することが必要である。 

熊本県：ガザミ資源の回復には、人工種苗放流による積極的培養、ならびに抱卵個体

および小型個体の保護による資源管理措置が有効であると考える。これらの効果を定量

的に把握することで、より効果の高い資源増殖・管理手法の立案につなげることが必要

である。 
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図 1. 標本船日誌（福岡県・佐賀県・熊本県）あるいは漁協の水揚げ記録（長崎県）か

ら推定した漁獲量 
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図 2. 各県の月別全甲幅長組成 測定個体数の少ない 1、2 月は除外した。 
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図 3. すべての県・月を合わせた漁獲物の全甲幅長組成 測定個体数の少ない 1、2 月は

除外した。 

 

図 4. 抱卵率（雌個体における抱卵個体の割合）と全甲幅長の関係 主要な抱卵期の 5～

8 月に採集された雌個体について集計した。 



  FRA-SA2025-RE06-01 

- 8 - 

 

図 5. 抱卵率の月変化 

 

図 6. 雌雄比の月変化 
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図 7. 軟甲個体の出現割合の月変化 

 

図 8. 農林水産統計 51 年分の 4 県合計漁獲量 三分位数（資源水準の境界）を実線と破

線で示した。なお、2022 年以降の漁獲量は、調査報告書作成時に農林水産統計として

公表されていなかったため、各県の標本船調査等からの推定漁獲量で代用した。 
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図 9. 農林水産統計上の県別漁獲量の年変動 51 年分の漁獲量データの三分位数（資源

水準の境界）を実線と破線で示した。 



  FRA-SA2025-RE06-01 

- 11 - 

 

図 10. 各県の各漁法に関する 1 日 1 隻当たり漁獲量（CPUE）の年変化 

 

表 1. 県別漁獲量の年変化（単位：トン） 2022 年以降の漁獲量は、調査報告書作成時に

農林水産統計として公表されていなかったため、各県の標本船調査等からの推定漁獲

量で代用した。 
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表 1. （続き） 

 

 


